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Ⅰ-１．決算概要
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Ⅰ-２．販売電力量

販売電力量 　３８３億６７百万ｋＷｈ（過去最高）
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２年連続で過去最高を更新

101.8%12,32312,542大　口　電　力

[参考（再掲）]
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今夏，最大電力および日電力量の記録更新
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Ⅰ－３．経常収益，経常費用（単独）

＋３５５

＋２０３

経常収益 ７,３０３億円
　（売上高　　　７,２８６億円）
前年比 　　 ＋ ０.７％
　（前年比　　　　＋ ０.９％）

（主な増減内訳）　

　電灯電力料　　　　　　▲　３２億円

　地帯間販売電力料　＋１２４億円
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前年比 　　 ＋ ７.１％
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　　　燃　料　費　　　＋１７７億円
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　　　減価償却費　　＋１７０億円

　　　雑　損　失　　　▲１２４億円 　　　　　　



Ⅰ－４．経常利益，中間純利益（単独） ４
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Ⅱ.平成１７年度業績見通し

＜販売電力量見通し＞

販売電力量７８２億ｋＷｈ程度，前年比 １０１.１％程度
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Ⅲ-１．定量目標と実績
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Ⅲ－２．主要定量目標の推移（単独）
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Ⅲ－３.販売拡大目標と実績 ８

平成1７～1９年度で ３万ｋＷ程度拡大

平成1７～1９年度で ８万ｋＷ程度拡大

平成1７～1９年度で ８万台程度拡大

(オール電化住宅設置分以外のIH単体導入数)

平成1７～1９年度で４万戸程度拡大

平成20年度までに１０億ｋＷｈ程度創出

平成１７年度中期経営方針
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○設計時考慮した地震を超える
　こととなった要因の分析・評価

○今回の地震に対する健全性評価

○今後発生が予想される宮城県沖
　地震に対する健全性の評価

Ⅴ.女川原子力発電所停止関連 ９

○中央制御室の監視

○電気工作物および付帯設備等
　の巡視点検

○放射線管理上の点検評価

○原子炉安全上の評価

○運転中に要求される安全機能
　確認

○定期検査時に要求される安全
　機能確認

保安規定に基づく点検

（現場確認）

地震波に基づく健全性評価

（解析評価）



Ⅳ.配当政策 10

・ 当社は，株主さまに報いる環境が整いつつあると判断し，平成
　１７年度における増配などの株主還元策について検討。

・ 当中間期は，原油価格の高騰並びに地震発生に伴う女川原子
　力発電所の自動停止の影響などから単独決算は減益決算。

・ こうした状況を踏まえ，当中間期は1株２５円の配当。

・ 平成１７年度については，一時的に減益の見通しとなりますが，
　株主さまのご期待を踏まえつつ，今後も業績の状況などを見極
　めながら，継続検討。



当資料は，東北電力の評価を行うための参考となる情報提供のみを目的としたものです。当資料に掲載され

ております予測数字等は，東北電力の将来に関する見通し及び計画に基づく将来予測であります。
従って，これらの業績見通しのみに全面的に依拠する事はお控え下さいますようお願いいたします。
これらの将来予測には，既知･未知のリスクや不確定な要素などの要因が含まれており，その要因によって
東北電力の実際の成果や業績，実績などは，記載の見通しとは大きく異なることが有り得ます。
東北電力では，投資の結果等に対する責任は負いかねますのでご了承下さい。
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